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漏れてしまっている可能性のあるお子さんを抽出しうるか方法となるか、を検討する。
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4.0 5  2.1 。「身障手帳１級あるは２級」にチェックしたエコチル調査

参加者は、ASQの粗大運動項目に関して、非常に低いトレンドを取ることが示された。
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ジェクトリーモデルを作成し、保護者から収集

した情報では漏れてしまっている可能性のある

お子さんを抽出しうる方法となるか、検討す

る。
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点数が高い理由を確

定すことはできないため、上記のような誤

分類の可能性を含めて検討を行った。
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30   

脳性麻痺症例抽出のベースとなるエコチル調査における研究方法と調査内容・項目及び

脳性麻痺症例抽出方法について報告した。エコチル調査は公募で選定された全国15地域の大

学等の研究機関がユニットセンターと呼ぶ地域組織を構築して，リクルート及び追跡調査を

担当するものである。調査対象地区はユニットセンターが提案した対象地区（原則として市

区町村単位）に基づいて選定され，各地区の調査対象予定人数（リクルート目標数）は該当

期間の全出生数の概ね50%をカバーするように設定された。調査対象者は，出産予定日が平

成23年8月からリクルート期間終了までの妊婦で，リクルート期間中（妊娠中）にユニット

センターが指定した調査地区に居住するなどの基準を満たし，インフォームド・コンセント

を得た妊婦（母親）が出産した子ども，及びその子どもの父親である。エコチル調査におけ

る参加者のリクルートは平成23年1月から開始され，平成26年3月末で終了した。子どもの出

産も平成26年12月で完了した。子どもの年齢幅は約3歳半あり，出生後6か月毎に，年齢に合

わせて実施される質問票調査が進行している。

　データ管理システムへの最終的な登録状況に基づくエコチル調査への参加同意者数は

103,095名で，母親同意率は78.5%であった。父親の参加同意者数は51,908名で,父親同意率

（母親が同意した者に対する割合）は50.3%であった。調査の協力依頼を行うことができた

父親に対する割合としては約95%であった。出生した子どもは100,323（暫定値）名であっ

た。出生後6か月毎に実施する質問票調査の各調査時期における平成30年11月末時点の回収

状況（全発送数に対する回収数の割合）は8割弱～9割であった。また，1歳，3歳，4歳，5歳

質問票の回収数はそれぞれ，90,650件、82,390件，76,945件，49,113件であった。脳性麻痺

症例は質問票における病歴調査項目へのチェックに基づいて抽出した。さらに、抽出された

脳性麻痺症例をもとに，母集団（日本全体）における脳性麻痺発症数の推定を行った。

エコチル調査は現在進行中の調査であり，本研究で用いたデータベースについても暫定

のものであることに留意する必要がある。一方で，妊娠期から出産後，子どもが13歳に達

するまで長期間追跡調査が継続される全国にわたる大規模調査であり，その調査内容は子

ども健康に関する広範囲なアウトカムに関する情報収集とさまざまな環境化学物質を含む

環境要因に関する分析等が含まれている。脳性麻痺についても，当初から質問票調査の項

目に含まれていたものであり，本研究の目的に沿った解析が可能であると考えられる。
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者に対する割合）は50.3%であった。調査

の協力依頼を行うことができた父親に対

する割合としては約95%であった。なお,

リクルート期間に複数回妊娠し,調査への

参加が同意した母親,父親がいるため,同

意者は延べ数となっており実人数として

は、 97,438 49,674
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2013  2013  

(%) (%) (%) 

 

20-29 36.5 36.6 36.3 

30-39 57.8 57.8 57.8 

98.0 98.1 98.1 

 (37-41 ) 94.2 94.2 94.0 

51.2 51.2 51.2 

48.8 48.8 48.8 

20.3 20.1 19.7 

 (g)

< 2,500 8.2 8.1 8.3 

2,500 to < 3,000 38.5 38.7 39.0 

3,000 to < 3,500 42.2 42.1 41.8 

≥ 3,500 11.2 11.1 10.9 

Michikawa, T. et al. Baseline Profile of Participants in the Japan Environme
nt and Children's Study (JECS), Journal of Epidemiology,28 (2);99-104. 
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平成 30 年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
 

分担研究報告書 
 

脳性麻痺の診断、評価 
 

研究分担者  目澤 秀俊 国立成育医療研究センター  

研究要旨 

本研究の目的は、10 万人の母子を対象とした、子どもの健康と環境に関する全国調査（エ

コチル調査）において、保護者から聴取された脳性麻痺の発生率の推計を行い、さらに産科

医療補償制度が必要と考えられる重度脳性麻痺の発生率を推定することにある。 

エコチル調査参加者 100,142 人から、その質問票の中で、「脳性麻痺」と記載のあった参

加者（１歳、３歳、４歳、５歳質問票ではチェック項目欄にチェックがあったもの）を脳性

麻痺児とし、「身障者手帳 1 級あるいは 2 級取得者」と記載のあった参加者（３歳、４歳、

５歳質問票）を産科医療補償制度対象重症度対象者とした。その両方にチェックのある参加

者を「産科医療補償制度対象脳性麻痺児」とした。 

2018 年 10 月 14 日現在で、エコチル調査参加者の中で、2011 年出生が 9,684 人、2012 年

出生が 28,217 人、2013 年出生が 35,583 人、2014 年出生が 26,658 人で、全体が 100,142

人であった。そのうち、全体で３歳質問票登録数は 2011 年出生が 8,017 人、2012 年出生

が 23,380 人、2013 年出生が 29,000 人、2014 年出生が 21,768 人で、回収率は 82.0％であ

った。４歳質問票登録数は 2011 年出生が 7,630 人、2012 年出生が 22,147 人、2013 年出

生が 27,153 人、2014 年出生が 17,583 人で、回収率は 74.4％であった。５歳質問票登録数

は 2011 年出生が 7,162 人、2012 年出生が 20,635 人、2013 年出生が 16,536 人であった。

エコチル調査参加者の内、旧基準で 98073 人（97.9%）、新基準で 99211 人（99.1%）が一

般審査基準該当者であり、旧基準で 1928 人（1.9％）、新基準で 689 人（0.7％）が個別審

査基準該当者であった。質問票にて「脳性麻痺」を選択されていた人数は 103 人で昨年よ

り 9 人増加した。質問票にて「身障者手帳 1 級あるいは 2 級取得者」を選択されていた人

数は 72 人であった。どちらにも該当した人数は、全体で 55 人であった。これらの内、ど

ちらにも該当し、かつ出生週数が 28 週以降の対象児数は 43 人であった。 

脳性麻痺発生率は、母数を出生数とすると、対象者全体で 0.55 人/1000 出生、2011 年出

生者で 1.45、2012 年出生者で 0.43、2013 年出生者で 0.51、2014 年出生者で 0.41 であっ

た。 産科医療補償制度脳性麻痺対象者に絞り、一般審査基準（旧基準）、個別審査基準（旧

基準）、一般審査基準（新基準）、個別審査基準（新基準）での脳性麻痺発生率は出生数全体
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で、0.34、5.19、0.39、5.81 であった。 

脳性麻痺発生数を元に、2016 年出生数での脳性麻痺発生数を推定した。一般審査基準（旧

基準）での該当者が質問票回収数により 209～441 人の幅を認めた。個別審査基準（旧基準）

では、質問票回収数により 63～128 人の幅を認めた。 

エコチル調査全体の参加者データから産科医療補償制度での脳性麻痺発生率と発生数を

推計した。個別審査対象者数に関しては、推計人数が少なくなっている可能性があり、参考

値として取り扱うべきである。  

 

Ａ．研究目的 

 本研究の目的は、10 万人の母子を対象と

した、子どもの健康と環境に関する全国調

査（エコチル調査）において、保護者から聴

取された脳性麻痺の発生率の推計を行い、

さらに産科医療補償制度が必要と考えられ

る重度脳性麻痺の発生率を推定することに

ある。 

 

Ｂ．研究方法 

１．調査期間 

 エコチル調査は 2011 年 1 月から、2014

年 3 月末までリクルートを行っているた

め、参加者年齢はおよそ３年間のインター

バルがある。その後、半年ごとに保護者の質

問票を送付して回収している。脳性麻痺数・

回収データ数は、2018 年 10 月 14 日現在

に入力されたものを対象としている。なお、

1 歳時までのデータは固定されているが、1

歳以降のデータは現在、データ固定中であ

り、暫定値である。 

 

 

２．脳性麻痺定義 

適格基準：エコチル調査では、半年に１回

質問票を参加者に郵送し、各種情報を得て

いる。その質問票の中で、「脳性麻痺」と記

載のあった参加者（１歳、３歳、４歳、５歳

時質問票ではチェック項目欄にチェックが

あったもの）を対象とした。３、４、５歳時

質問票では、脳性麻痺の有無に加え、「肢体

不自由による身体障害者手帳 1 級あるいは

2 級」の取得を尋ねている。また、５歳質問

票では、生まれてから今までに、「脳性麻痺」

の診断、「肢体不自由による身体障害者手帳

1 級あるいは 2 級」の取得を質問している。 

除外基準：脳性麻痺の診断には少なくとも

生後１年は必要なため、１歳質問票以降を

１回も回収できていない参加者、またデー

タ抽出をした時点（2018 年 10 月 14 日）で

同意撤回をした参加者は除外した。ただし、

協力取りやめであっても、登録済みの情報

に関して破棄を求めていない参加者に関し

ては、それまでの情報を参照した。 

 

３．産科医療補償制度脳性麻痺対象者定義 
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平成 30 年 厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
 

分担研究報告書 

 
脳性麻痺発症児の妊娠分娩情報の解析に関する報告 

 
研究分担者 梅原 永能 国立成育医療研究センター 周産期母性診療センター産科 

研究要旨  
産科医療補償制度は、分娩時の医療事故訴訟を原因とした産科医不足などの社会事情へ

の対応策として、紛争の防止・早期解決及び産科医療の質の向上を目的として、平成 21
年 1 月に創設された制度である。この制度の補償対象基準は、｢通常の妊娠・分娩にもかか

わらず、脳性麻痺となった場合｣のうち｢出生体重 2,000ｇ以上かつ在胎週数 33 週以上、ま

たは在胎週数 28 週以上かつ所定の要件に該当する場合の重度 (身体障害者等級 1 級・2 級

相当) の脳性麻痺児｣として開始された。この制度の資金源は掛金を出産育児一時金に上乗

せし、契約者である運営組織（（公財）日本医療機能評価機構）が民間の損害保険会社へ

収めた保険料から補償金を支払う仕組みであるが、その対象者数の試算根拠が一部の地域

における脳性麻痺の発生数に基づいている。そのため、試算者数と実際の補償対象者数の

大幅な乖離による多額の剰余金が社会問題となった。一方、産科医療補償制度が開始され

た平成 21 年出生児が平成 26 年に 5 歳の誕生日をむかえ、平成 21 年度の産科医療補償対

象者が 419 人と確定したことから、対象補償金と余剰金から収支状況の再推定が行われた。

その結果をもとに第 73 回社会保障審議会医療保険部会において、平成 27 年 1 月からの補

償対象基準の見直しが決定され、平成 27 年に出生した児から新産科医療補償制度の補償対

象の拡大と補償料金の減額が行われることとなった。今後も産科医療補償制度の補償対象

変更による対象者数の確定と収支状況は 5 年ごとに明らかとなり、産科医療補償制度の随

時見直しが行われることで制度の適正化と充実化が図られることとなる。 
産科医療補償制度の充実のためには、一部地域における脳性麻痺の発生数のみの把握で

は制度の補償体系の脆弱性だけでなく、｢原因究明｣と｢再発防止｣に係る国の施策の効果を

評価する上でも不十分であり、全国的な規模で脳性麻痺児の発生状況を把握する必要性は

極めて高いと考えられることから、本研究は、環境省が企画・立案の上、（独）国立環境

研究所が中心となって平成 23 年より開始された｢子どもの健康と環境に関する全国調査

（以後、エコチル調査）｣の仕組みを活用し、全国約 10 万人の児のデータから脳性麻痺児

数や分娩時の状況等を調査し、脳性麻痺の発生原因の分析・検討、産科医療補償制度にお

いて補償対象となる重度脳性麻痺児数の推計を行うことを目的とした。これまでにエコチ

ル調査（2016 年中途情報まで採用）を用いて脳性麻痺を疑う症例を抽出し、一般審査基準

における旧制度補償（出生体重 2000g 以上かつ在胎週数 33 週以上）対象者および新制度
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補償（出生体重 1400g 以上かつ在胎週数 32 週以上）対象者、一般基準において旧制度か

ら新制度への変更による補償対象者増加を明らかとした。一方ではエコチル調査を利用し

た脳性麻痺児の推定は、アンケート調査であることによる脳性麻痺診断の曖昧さ、その障

害重症度の評価の困難さも明らかとなっている。特に産科医療補償制度の対象であるか否

かの判定に必要不可欠な分娩時情報がエコチル調査では不十分であるため、分娩時情報が

不十分である症例に対し個別に分娩時情報の追加調査を行ったが、その回収率や回収内容

の不備を考慮すると今後のアンケート継続調査は困難で有効性に乏しいことも明らかとな

った。 
以上のことから、本年度はエコチル調査を用いた脳性麻痺児や産科医療補償制度対象者

の推定を継続的に行うとともに（他分担報告書参照）、エコチル調査を用いた脳性麻痺児

をもとに脳性麻痺発生の臨床像を明らかにすることを目的とし、分娩週数別と出生体重別

の脳性麻痺発生頻度について検討を行った。 

 
 

 
A.研究目的 

 エコチル調査を活用し抽出された脳性麻

痺児の臨床的特徴を明らかとすること。 

 

B.研究方法 

 本研究で脳性麻痺と推定した 103症例の

分娩週数と出生体重を抽出し、脳性麻痺発

生児の分娩週数（1 週毎）・出生体重（200g

毎）別分布を作成した。またエコチル調査

対象全体に占める分娩週数・出生体重別頻

度を明らかとした。 

 

C.研究結果 

 エコチル調査の全出生数は 100,142 例で

あり、現時点で脳性麻痺を推定した症例は

103 例、脳性麻痺発生率は 1.03 人/1000 出

生の頻度であった。 

① 分娩週数別脳性麻痺発生数と発生頻 

度（表 1） 

脳性麻痺発生数は妊娠 23 週～43 週までの

幅広い分布を示したが、そのピークは妊娠

38 週であり、妊娠 37 週～41 週の正期産が

全体の 58.3％を占めた。 

脳性麻痺発生頻度は妊娠 22 週に脳性麻痺

を認めないが、妊娠 23 週では 12.8％で最

高率となっており、以降発生率は漸減し妊

娠 39 週前後で 0.04%と最低率を示した。

さらに過期産では上昇する傾向が認められ

た。 

② 出生体重別脳性麻痺発生数と発生頻 

度（表 2） 

脳性麻痺発生数は出生体重 400g 未満～

4000g 以上までの幅広い分布を示したが、

そのピークは 2400g～3200g の一般的にも

とも普通と考えられる体重であった。 

脳性麻痺発生頻度は 400g 未満では 25.0％

と最高率となっており、以降発生率は漸減

し 3200-3399ｇで 0.03%と最低率を示した。
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さらに 4000ｇ以上の巨大児では上昇する

傾向が認められた。 

 

D.考察 

 これまでの報告と同様に、分娩週数が早 

いほど・出生体重が軽いほど脳性麻痺発生

率が高いことが確認された。その一方で脳

性麻痺の発生数自体は正期産や正常体重児

に多いことが確認され、産科医療補償制 

度の意義を裏付ける結果となった。また、

産科医療補償制度の対象となりえない妊娠

28 週未満の早期早産児の脳性麻痺は 15 例、

全体の 14.6%程度存在していることが明ら

かとなった。 

 
E.結論 

 エコチル調査という大規模データから、

脳性麻痺発生の臨床像が明らかとなった。

分娩週数や出生体重が脳性麻痺発生の大き

な要因であること、一方では発生する児の

多くは正期産児や正常体重児であり、産科

医療補償制度の意義を確認した。全脳性麻

痺児の中には、産科医療補償制度対象外の

妊娠 28 週未満が約 15%存在していること

も明らかとなり、これらの児の補償の現状

について考える必要があるかもしれない。 

 
F.健康危惧情報 

該当なし 

 

G.研究発表 

該当なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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